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1.　はじめに

経営情報学会九州・沖縄支部，関西支部，東海支
部，ソーシャル・データサイエンス研究部会の合同
研究発表会が 2026年 3月 10日（火）に鹿児島大学
で開催されました．2022年度は経営情報学会の組
織ディスコース研究部会との合同研究発表会，2023
年度はソーシャル・データサイエンス研究部会との
合同研究発表会，2024年度は関西支部，ソーシャ
ル・データサイエンス研究部会との合同研究発表会
を開催してきましたので，第 4回目となります．今
回は東海支部に新たにご参加いただきました．

2.　合同研究発表会

合同研究発表会の当日には，全国から 18名のご
参加がありました．今回の経営情報学会九州・沖縄
支部／関西支部／東海支部／ソーシャル・データサ
イエンス研究部会の合同研究発表会では，以下の研
究報告が行われました．

第 1報告：九州・沖縄支部
「小規模社会福祉法人における情報化実践の事例検
討：長崎県X市の児童養護施設を事例に」
報告者：前田　瞬（長崎県立大学）・梅野潤子（長
崎国際大学）
コメンテータ：白井康之（大東文化大学）

第 1報告では，長崎県X市の児童養護施設におけ
る「児童に関する記録」の情報化実践の事例検討が
①小規模社会福祉法人が情報化実践する際のイネー
ブラーは何か，②「児童に関する記録」の情報化実
践が組織に根付いた理由は何か，③インタビュー調
査・参与観察から見えてきたこの法人における情報
化実践をどう評価できるか，の 3つの観点から行わ
れていました．調査対象となった施設には，児童に
関する記録は，単なる事務処理ではなく，コミュニ
ケーションツール（記録を読み，子どもの支援に役
立てる）という考え方があり，2016年から情報化
実践のプロセスが始まったそうです．2017年から
は記録書類の見直し（月間日誌を現場職員の業務プ
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ロセスに合わせて“少しずつ”電子化），2023年か
らは情報インフラを構成，2024年からは看護師・
児童指導員・保育士からの要望に沿って，記録内容
の追加がされていったとのことです．こうした情報
化実践の結果，記録が結果報告からプロセス評価へ
と変化し，現場で働く職員たちの SOSを読み取る
ことも可能になったそうです．また，情報化実践に
おいて，各階層を結びつける「連結ピン」の役割を
果たしている現場職員とエンドユーザ・プログラマ
として活躍する現場職員の 2名の存在の重要性が明
らかになったとのことでした．
情報化実践となると，技術的側面がクローズアッ
プされがちですが，人的側面への着目が斬新な研究
発表でした．

第 2報告：関西支部
「新規事業（サービス）開発におけるコミュニティ
利活用，その運営に必要な要素」
報告者：中川雅史（LINEヤフー株式会社）
コメンテータ：髙木俊雄（横浜市立大学）

第 2報告では，コミュニティの利活用や運営に必
要な要素に関する研究発表が行われました．本研究
では，コミュニティに関する文献レビュー等をもと
に，3つのケースを分析して，コミュニティに必要
な 3つの要素が提示されていました．それは，多様
な人材・スキル等が出入りし，「知の共有」を行う
こと，より良い未来を創るための「自発的に行動す
る集団」であること，目的達成のために変化を繰り
返し，苦難も楽しむ力が求められることでした．
ケース 1では，創設 30周年を迎える社会人のス

ポーツクラブサークルの懇親パーティーが観察され
ていました．在籍メンバーは 150人程度で，開催
者は 100名程度の参加を予想していました．実際
に懇親パーティーが開催されると，アクティブメン
バーが 20名程度，懐かしい顔ぶれメンバーが 10名
程度，全体で 30名程度が参加していました．主催
者の当初の予想に比べて，実際の参加者は 3割程度
の 30名でした．これを，懇親パーティー自体が成
功したかどうかという観点からではなく，参加人数
が少なかった原因に着目して考察すると，内輪の盛
り上がりに終始していること，新しいメンバーが増
えないこと，サークルではリーダーに逆らえない風

土があったことが明らかになりました．
ケース 2では，半年間実施された大学の研究グ
ループで起きた事例が観察されていました．70名
程度のクラスにおいて，グループで研究課題を遂行
するため，5人以上，6～ 7人を目安にチームを作
るという教員からの指示に対して，結成されたグ
ループと半年間の研究の進捗を観察したものでし
た．グループ分けに際し，どのチームにも入れず，
チーム結成条件である 5名未満の 3名が教員の指示
に反して，その 3名だけで研究課題を遂行していま
した．その結果，7名程度で結成したグループでは，
意見がまとまらない，フリーライダーの発生等の問
題が発生した一方で，課題に取り組む方針が決まる
と，分担作業ができる人数が多いため，作業効率が
高いことがわかりました．3名のグループでは，自
由闊達な議論や行動が行えた結果，研究期間と人数
のバランスで諦めなければならないこともありなが
ら，濃密な時間を経験していたことが示されまし
た．人数が少ない場合でも，「やらなければならな
い」という勢いと，常にメンバー全員の顔が見える
状態にあると意思決定が早いことが明らかにされま
した．
ケース3では，LINEヤフー大阪オフィスが開催・
運営する関西のオープンコラボを支援するためのイ
ベントコミュニティが観察されていました．8年間
で約 240回，延べ参加人数 15,000人以上のイベン
トを振り返り，気づきと課題が提示されました．コ
ロナ禍で主流となったオンラインイベントだけで
は，「交流の場」が設けづらく，次につながる行動
が起きづらいことが課題でした．これを解決するた
めのオープンなコラボレーションを創出するコミュ
ニティ運営の要諦として，コミュニティの軸をぶら
さないことの重要性と，関係者の利害関係を並列で
オープンなものにすることで，参加者が主体性を持
つことがオープンコラボレーションの要素として重
要であることが示されていました．
これらをもとに，新規事業開発において，コミュ
ニティがどの段階で活用されるべきかについて仮説
に基づくアンケート調査が行われ，その結果，当事
者意識の醸成，信頼と安心感の醸成にコミュニティ
が寄与することが示されていました．
実務への示唆として，新規参加者が参加しやすい
こと，動機づけの設計，変容のプロセスを共有する
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こと等が示されていました．今後もコミュニティが
たくさん生まれていく中で，研究の内容がより一般
化されていくことが大いに期待されます．

第 3報告：東海支部
「AIを組織認知設計装置として捉える理論と実証：
組織学習・認知変容・AI依存の縦断的検証」
報告者：永吉実武（静岡大学）
「AI時代における組織と人との関係のシステム論的
考察：組織的失敗と従業員の自己一致からの検討」
報告者：向日恒喜（中京大学）
コメンテータ：清宮　徹（西南学院大学）

第 3報告は，まず，永吉先生の「AIを組織認知
設計装置として捉える理論と実証：組織学習・認知
変容・AI依存の縦断的検証」のご発表から始まり
ました．この研究背景として，従来の情報システム
は組織変革を目指すものであったが，組織の思考様
式や意識そのものを変えることを目的としていな
かったことが指摘され，技術的に高度で効率的なシ
ステムが導入されたとしても，それが人間の理解や
意味づけ，学習行動と適合していなければ，組織全
体としてのパフォーマンスは向上しないとのことで
した．そして，AIの高度化により，組織はこれま
でにない規模で知識へアクセスできるようになった
ものの，AIによる知識可用性の向上が，組織の学
習の深化を自動的にもたらすかどうかについては十
分に検討されてこなかったとし，「知っている」こ
とと「学んでいる」ことには本質的な断絶があるこ
とを指摘されていました．

むしろ，AIが高度化し，依存度が高くなること
で人は考えなくなり，組織は学ばなくなるのではな
いかと述べられ，① AI依存は，個人・組織の記憶
形成を弱めるのか，②組織記憶形成の弱体化は組織
学習の実装を阻害するのか，③組織に振り返り制度
がある場合，AI活用の負の（想定される）連鎖は
緩和されるのか，④ AIは組織における思考を代替
しているのか，それとも拡張しているのか，⑤ AI
によって組織の意識変革は可能なのか，という問題
提起をされていました．
続いて，向日先生から「AI時代における組織と
人との関係のシステム論的考察：組織的失敗と従業
員の自己一致からの検討」のご発表が行われまし
た．永吉先生の研究発表で述べられた「AI依存は，
個人・組織の記憶形成を弱めるのか」という問いか
ら，行動履歴に基づくアプローチに疑問を呈され，
見える行動が重視され，行動に表れない本音が軽視
されているのではないか，また，行動に表れない本
音を扱うカウンセリングと真逆のことが起こってい
るのではないかと述べられ，生成 AIが個人の学習
を促進するのかを，生成AIとの相談場面において，
相談者の「自己一致」の概念を用いて検討する必要
があることを指摘されていました．
ここでの「自己一致」とは，個人が持つ「自己概
念」と個人の実際の「経験」とが一致したことであ
り，自己一致が高い状態は抑圧されている部分が少
なく，自分の感情に正直で適応的とし，逆に，自己
一致が低い（自己不一致）状態は抑圧されている部
分が多く，経験を歪めたり，否定したりして不適応
的であり，自己概念に囚われた問題解決が行われて

写真 3　第 2報告の中川雅史さん

写真 4　第 3報告の永吉実武先生
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いるとしていました．また，近年の生成 AIとカウ
ンセリングに関する研究をレビューされ，AIのカ
ウンセリングにおいては，依存しつつも本質的な問
題が回避され，一方で，自己の価値観（自己概念）
を強化し続ける可能性があることを指摘されていま
した．
これらの点を踏まえ，永吉先生の「AI依存は，

個人・組織の記憶形成を弱めるのか」という問いに
ついて，チューニングしていない AIは自己の価値
観に合った学習を強化してしまい，シングルループ
学習に陥る可能性と，その背後には自己不一致があ
り，それがさらに強化される可能性があることを述
べられていました．そして，それらを解決するヒン
トとして，利害関係のないAIに相談する等のAIと
の二重関係を避けること，AIが微妙なニュアンス
から個人の「抑圧された経験」を読み取ること，そ
して，プロンプトにおいて，組織文化や個人特性等
の文脈情報を入力することが挙げられていました．
永吉先生と向日先生の研究報告は，AIの導入と

活用が本格化していく現代において，警鐘を鳴らす
ものであり，また，人がいかに AIに関わっていく
ことができるのかを問い直す，極めて重要なご発表
であり，強い関心をもって拝聴いたしました．

第 4報告：ソーシャル・データサイエンス研究部会
「飲食店の衛生管理に対する評価開示による動機づ
けモデルの検討」
報告者：内田　光・小川美香子（東京海洋大学）
コメンテータ：藤井資子（九州産業大学）

第 4報告では，飲食店事業者における衛生管理手
法であるHACCPの導入のためのインセンティブ
モデルに関する研究発表が行われました．これは，
HACCPの導入・運用におけるモチベーション不足
という課題に対して，顧客満足を報酬とする「自発
的な開示によるインセンティブモデル」を提案する
という意欲的な研究内容でした．
インセンティブモデルが成立する 3つの要件を
提示し，それぞれを課題 1～ 3として整理し，アン
ケート調査やヒアリング調査を組み合わせて研究が
行われていました．
課題 1は，HACCP管理の評価が開示された際に，

消費者は開示を評価し活用するという要件から導き
出されていました．飲食店における衛生管理評価の
開示が店舗選択につながるかどうかを検証するた
め，アンケート調査と選択型コンジョイント分析が
行われていました．課題 1では，HACCP管理の評
価が開示されると，消費者は開示を評価し，情報を
活用することが明らかになりました．
課題 2は，事業者がHACCP管理の評価を開示

する意向を持つという要件から導き出されていま
した．HACCPを取り入れた衛生管理の手引きをも
とに，衛生管理情報の評価とその開示意向に関する
質問票を設計し，オンライン調査を行ったうえで，
10店舗におけるアンケート調査が実施されていま
した．その結果，飲食店において，衛生管理情報を
開示して活用する可能性が示されていました．一方
で，衛生管理の開示におけるデザインが消費者に与
える影響や，本社機能を持つような事業者における
影響は不明であり，今後の課題となることが示され

写真 5　第 3報告の向日恒喜先生 写真 6　第 4報告の小川美香子先生
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ました．
課題 3は，消費者が開示情報を活用することで，
事業者の衛生管理の遂行にプラスの効果があるとい
う要件から導き出されていました．消費者による開
示情報の活用が店舗の衛生管理業務にどのような影
響を与えるかについて，大手飲食チェーン店におい
て 4名にインタビューを行い，再帰的テーマティッ
ク分析が行われていました．その結果，モデルが機
能するインセンティブ可能性として，金銭的インセ
ンティブ，自己実現的インセンティブが有効である
可能性が示されていました．
これらの 3つの課題に関する調査・分析から，本
研究で提示されたモデルの成立要件がおおよそ満た
されることが明らかになっていました．
飲食店業者にHACCPを導入するための実務的

視野に基づいた研究で，今後の進展がとても楽しみ
です．
以上，4つのセッションで 5つの研究報告があり

ました。いずれの研究報告も大変興味深いものばか
りで，質疑応答では活発な議論が展開されていまし
た．

合同研究発表会の終了後，九州・沖縄支部の総会
を開催しました．藤井資子支部長が任期満了を迎え
たため，四本雅人副支部長が次期支部長に，藤井資
子支部長が次期副支部長になることが満場一致で承
認されました．2026年度からこの体制となります．
合同研究発表会と九州・沖縄支部総会の終了後

は，鹿児島大学・郡元キャンパスからほど近い騎射
場にある居酒屋 SA・MURAIさんで懇親会を開催し
ました．鹿児島大学の教職員さんや学生さんたちが
よく利用されているというお店でした．さまざまな
研究の話で密度の高い意見交換が行われた懇親会と
なりました．美味しい料理（鹿児島の名産品である
「鶏のたたき」がありました！）とお酒（鹿児島と言
えば芋焼酎！），そして，研究の意見交換であっとい

う間に時間が過ぎていきました．美味しいものを食
べながらの研究談義は大いに盛り上がりました．

3.　さいごに

こうして，2025年度経営情報学会九州・沖縄支
部／関西支部／東海支部／ソーシャル・データサイ
エンス研究部会の合同研究発表会は幕を閉じること
ができました．
2026年度もまた 3月頃に，九州・沖縄支部の研

究発表会を開催したいと考えております．次回の研
究発表会の詳細が決まりましたら，本学会のメール
マガジンにてご案内致します．

九州・沖縄支部への問い合わせ先

br.kyushu-okinawa@jasmin.jp

写真 7　 SA・MURAIさんの鶏のたたき（撮影：小川
美香子先生）


